
財務ハイライト 駐車場・駐輪場 件数

　株主の皆様には、日頃より格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第30期上半期（2025年７月１日から2025年12月31日まで）の経営状況等について、ご報告申し上げます。
　当中間連結会計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善の動きが続く中で、個人消費の持ち直しの動きが見られ
る等、緩やかな回復基調にあります。また、経済政策「責任ある積極財政」によって景気回復が期待されております。一方で物
価対策として2025年12月に金融引締めが行われましたが、引き続き金融引締めを行う可能性が示唆されており、海外経済の先
行き懸念等も含め我が国の経済への下押し圧力等については、引き続き注視が必要な状況です。
　当社グループが属する駐車場業界におきましては、経済の緩やかな回復が商業施設や繁華街、オフィス街等への外出機会を増
やし、駐車場の稼働は堅調に推移しました。
　このような環境のもと、当社グループは、新規駐車場の開設や既存駐車場の料金の見直しにより売上の拡大を図りつつ、収益
性の高い物件を厳選して直営駐車場の開設を進めました。特に、直営駐車場においては、駐車スペースがフラットで駐車や乗り
降りがしやすいフラップレス駐車場の推進や、料金精算時に硬貨詰まりなどのトラブルが起こらないキャッシュレス決済への対
応など、利用者が安心して使える駐車場づくりに努めました。
　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は4,017,938千円（前年同期比3.0％増）、営業利益は319,290千円（前年
同期比9.0％増）、経常利益は307,341千円（前年同期比6.1％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は244,304千円（前年同
期比32.3％増）となりました。
　報告セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりであります。
① コインパーキング事業
　コインパーキング運営ビジネス（直営駐車場・駐輪場）につきましては、堅調な稼働を維持し、当社グループが重点地域と位
置付ける北海道、東北及び北陸を中心に新規開設を進めました。北海道においては、札幌地区、帯広地区の銀行やホテルとの提
携、東北においては、仙台市内の人口増加エリアでの集中的な展開、北陸においては郊外駅周辺への開設など、地域特性や社会
動向に即した開設を進め、収益性及びシェアの拡大に努めました。他方で、今後の札幌地区での新規開設に経営資源を集中させ
るべく、2025年12月１日に北海道函館地区のコインパーキング事業を譲渡いたしました。その結果、直営駐車場・駐輪場の件
数は当期首より純増となりました。一方車室数については、主に駐輪場２件（461車室）が解約となった影響により純減となり
ました。既存の駐車場においては、キャッシュレス決済への対応やフラップレス化によって利便性の向上を図ると共に、物価上
昇を踏まえた料金の見直しを実施し、収益性の維持・改善に取り組みました。
　駐車場機器の販売・保守ビジネス（管理受託駐車場・駐輪場）の新規管理受託につきましては、首都圏及び関西圏を中心に、
商業施設や駅近接地での駐輪場の新規受託が好調に推移しました。これにより管理受託駐車場・駐輪場の件数、車室数ともに当
期首から純増となりました。
　その結果、当中間連結会計期間における外部顧客への売上高は3,959,415千円（前年同期比3.1％増）、セグメント利益は
561,212千円（前年同期比4.8％増）となりました。
② プロパティマネジメント事業
　プロパティマネジメント事業につきましては、自社所有の賃貸用建物を、前連結会計年度において２件、当中間連結会計期間
において２件（長野県長野市１件、福井県大野市１件）を売却したことにより売上が減少しました。その結果、当中間連結会計
期間における外部顧客への売上高は51,700千円（前年同期比7.4％減）、セグメント利益は5,545千円（前年同期は1,561千円
のセグメント損失）となりました。
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業績・財務ハイライトはこちらをご覧下さい。https://www.syb.co.jp/ir/financial_affairs/

直営駐車場の新規開設はチケット式駐車場の割合が想定を上回り、フラップ 
レス式駐車場の開設数が下振れ。
同様な傾向が続くことで、フラップレス駐車場の期末残高は計画比89％程度と
なる見込み。

FlapLess　フラップレス
利用者・オーナーの双方にとってストレスのない安全・安心・快適な駐車場の 
運営に向け、社員教育を強化。
営業部門で２名が新たに資格取得も、メンテナンススタッフでの新規取得はなく、
社員の入れ替わりもあって保有率は低下。

StressLess　ストレスレス

トピックス

直営駐車場におけるフラップレス式駐車場の推移

日本システムバンク株式会社

第二種電気工事士の資格保有率の推移※
※ メンテナンススタッフに占める有資格者の割合

利便性を高める機器・サービスの強化を図る上で、当期も駐車料金のキャッシュ
レス決済システムの導入を継続。
直営駐車場・駐輪場におけるキャッシュレス決済率は小幅となったものの20％
台に到達。

CashLess　キャッシュレス
駐車場検索・決済アプリ「SmooPA」は管理受託駐車場への導入が好調となり、
アクティブユーザー数・決済件数が大きく増加。
いずれも当期目標を上回る水準となり、引き続き中期目標に向けて更なる成長
を目指す。

SmooPAのアクティブユーザー数および決済件数キャッシュレス決済率の推移※
※ 直営駐車場・駐輪場の売上高に占めるキャッシュレス決済額の割合
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当社の経営指標の一つである「直営および管理受託の駐車場・駐輪場車室数」が15万車室を突破いたし
ました。
上場期である2023年６月期の管理車室数は136,306車室でした。その後、全国的な地価の上昇を背景
とした土地の売却や建物建築への転用、大口顧客の管理受託解約といった減少要因もあったものの、 
当社では安定的な収益が見込める郊外住宅地や除雪などの緊急対応力といった当社グループの強みを 
発揮できる北海道、東北および北陸エリアを中心とした新規開設を強化してまいりました。加えて、 
首都圏や関西圏においては、医療施設の大型駐車場や商業施設等の駐輪場を中心に新規管理受託の獲得
を進めたことにより、2026年６月期の中間期における管理車室数は、151,944車室まで拡大しており
ます。
今後も地域特性を見極めた直営駐車場の開設を進めるとともに、メンテナンス体制や電話応対の質の高
さを強みとして新規受託の獲得を図ってまいります。

当社はサステナブル経営を推進するため、2025年９月に滋賀銀行と「しがぎんサステナブル評価融資」
の契約を締結いたしました。
当社は「安全・安心・快適な駐車場づくり」を重要な経営テーマとし、本評価の中核となる取り組みと 
いたしまして、直営駐車場の「フラップレス化率」をKPIに設定いたしました。この取り組みは、バリア
フリー化や利用者の利便性向上に加え、環境負荷低減や運営効率の改善にも寄与するものであり、国や 
自治体が進める「持続可能なまちづくり」や「人にやさしい都市交通」の方向性とも合致しております。
今後も外部評価を踏まえながら、事業活動とサステナビリティを両立させ、社会から必要とされ続ける 
企業として持続可能な成長と企業価値向上を目指してまいります。
※ �しがぎんサステナブル評価融資のセカンドオピニオンはこちら

https://www.shigagin.com/pdf/topics_250930_SEL_systembank.pdf

安全・安心・快適な駐車場づくり「３つの“Less”」の現状と見通し

管理車室数が15万車室を突破

外部評価を活用したサステナブル経営の推進


